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 世界の諸都市では、交通、インフラ、環境、行政運営等において人口集中に伴う課題が増大。先進的な都市

では、AI、ビッグデータなどの新技術により、現状の取組におけるボトルネックの解消など、地域課題の
解決につなげ、都市機能の効率化・強化に活かそうという『スマートシティ』 の取組が進展。

 一方、わが国では、人口減少・超高齢社会の到来が地域にとっての大きなリスク。本市でも、都市インフラの
老朽化や自然災害の甚大化、人口減少下での行政サービスの持続性確保などの課題が顕在化。これらの

分野横断的な地域課題を効率的に解決することができ、更には住民の生活の質（QOL）の
向上も同時に実現できるスマートシティの推進に向けた検討が不可避。

 Withコロナ時代の新しい生活様式への移行過程で、先端技術を活用したライフスタイルへの意識が浸透
するとともに、早急な行政デジタル化も求められている。

都市の抱える諸課題に対して、
ＩＣＴ等の新技術を活用しつつ、
マネジメント （計画、整備、
管理・運営等）が行われ、全体
最適化が図られる持続可能な
都市又は地区

スマートシティの定義

①公共主体から公民連携へ
住民・自治体の要望（ニーズ）
と民間企業の次世代先端
技術（シーズ）とのマッチング

②分野横断的なデータ連携
行政組織や企業等の垣根を越えた
新たな価値・サービスの創出

スマートシティ成功のカギ



住民のライフスタイルを変えるデジタル技術① 3
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スマートフォンとアプリケーションの普及 通信環境の技術革新
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2013年7月
【全体:約45％】

 様々なサービスに手元でアクセスできるスマート
フォンが急速に普及。全体で85.1%、60代でも7割
近くが利用。

【様々なアプリサービス】

決済サービス
宅配サービス

健康管理・お薬手帳
家計簿（資産管理）
カーシェアリング

ナビゲーション・乗換え
お天気

防災情報

出典：デジタルトレンド2018（ニールセンデジタル）

１日平均８個の
アプリを利用

出典：2019年のスマホ普及率（Marketing Research Camp） ２ ５Ｇへの移行（サービスのさらなる進化）

１ Wi-Fiの整備（アクセス環境の充実）

出典：ICT総研

１ スマートフォンの普及（インターフェイスの革新）

２ アプリの普及（サービスの多様化）

2019年2月
【全体:85.1％】

出典：総務省「情報通信白書（2018年版）

 公衆無線LANは、民間主導の観光型や行政主導の防災型
の整備が進み、2021年にはインバウンドも含めて約
7,000万人が利用できる環境が整うと予想されている。

 通信キャリア大手は、2020年からの５Ｇ導入を目指して
いるとされ、①超高速、②超低遅延、③多数同時接続が
実現することで、通信環境が飛躍的に進化する。



住民のライフスタイルを変える新技術② 4

AIによるサービスの進化 センシング技術によるサービスの高度化

１ 民間サービス

＜販売・接客＞
 顧客嗜好別の商品提供
 AIロボットによる受付

 ファッションコーディネート

＜サービス最適化＞
 ナビゲーションの最適化
 物流の最適化
 電力消費の最適化

＜自動翻訳＞
 多言語同時翻訳
 専門用語自動翻訳

２ 自治体のサービス

＜チャットボット＞
 住民の問合せに対するAI回答

＜RPA※＞
 各種行政実務のロボット化

（数10％の時間短縮を実現）

＜議事録作成＞
 音声データのテキスト自動翻訳

１ モビリティ

＜自動運転＞
 対象物を認知するカメラ
 周辺の地形等を認識するレーダー

＜MaaS＞
 道路の渋滞、事故等のセンサー
 カーシェア、バイクシェアの満空センサー

２ ヘルスケア

＜健康データ＞
 ウェアラブル端末による身体データ

 ストレスセンサー

３ 安全安心

＜防災＞
 水位、潮位等のセンサー

＜防犯・見守り＞
 防犯カメラ
 見守りセンサー（高齢者、子ども）

４ インフラメンテナンス

＜劣化検査＞
 劣化監視システム
 ドローン検査

保育所入所選考自動化
<さいたま市>

※ RPA（Robotic Process Automation）ロボットによる業務自動化の取組



スマートシティを支える新技術と領域分布(イメージ) 5

住民サービス
＜住民の生活の質や利便性の向上＞

都市戦略
＜都市機能の強化や都市課題の解決＞

各種スマホアプリサービス
（ゴミ、健康、防災、子育て 等）

シェアリングエコノミー
（駐車場・民泊・衣服・食 等）

GPS端末
（見守り・盗難・災害避難 等）

デジタルマップ
（移動・レジャー・防災 等）

MaaS・自動運転

デジタル通貨・Wi-Fi

防犯カメラ・防災マップ

遠隔診療・健康データ

教育テック・観光

インフラメンテナンス
（道路、水道管、施設等の最適化）

次世代モビリティ
（公共交通・駐車場）

次世代ヘルスケア
（ヘルスケア人材最適化・

保健医療データプラットフォーム）

規制緩和

IT人材

オープンデータ・自治体クラウド

テレワーク・RPA

データマネジメント・EBPM

IoT・ビックデータ・人工知能（AI）

ロボット・ドローン・センサー

セキュリティ・５G・クラウド

デジタル・ガバメント（官） デジタル・インダストリー（民）

基

盤

サ
ー
ビ
ス

＜自治体や企業による新技術・情報基盤の構築、生産性向上・業務効率化＞

Ａ Ｂ

Ｃ Ｄ



スマートシティの取組領域と新技術例＜サービス①＞ 6

取組領域 分野 類型
(スライド5)

新技術例 社会的課題、地域課題
海外導入都市

（例）

①移動・
モビリティ

中山間地 A・B  MaaS／自動運転
 オンデマンドバス／マイクロモビリ

ティ

 地域の担い手不足
 高齢化・過疎化の進展

 フィンランド

都市 A・B  MaaS／自動運転
 カーシェア／バイクシェア／パーク

シェア

 慢性的な渋滞
 インバウンドの増加

 ヘルシンキ
 ウィーン

物流 B  配送ロボット、ドローン
 スマート宅配ボックス

 物流ラストワンマイル
 運転手不足

 雄安

②防災 対住民 A  防災アプリ
 デジタル防災マップ  水害・地震

 帰宅困難者対策
 来者対応

 タイ

インフラ B  自然災害早期警報システム
 群衆行動管理システム

③防犯・安全安心 A・B  犯罪（予測）マップ
 街頭（防犯）カメラ

 犯罪対策
 多い交通事故

 ニューヨーク
 アムステルダム

④ヘルスケア 健康 A  ウェアラブル端末
 健康データ分析システム

 短い健康寿命
 糖尿病予備軍の多さ
 低い検診受診率

 シンガポール
 トロント
 マンチェスター
 ベルリン医療 A・B  遠隔医療・遠隔処方

 オンライン医療検索・入院システム
 一人当たり医療費
 病院での長い待ち時間

介護 A  介護ロボット
 介護保険データ分析システム

 一人当たり介護保険料
 待機高齢者

⑤子ども・子育て A  保育・子育てアプリ
 見守りシステム

 少子高齢化
 児童虐待
 待機児童

⑥教育 A・B  タブレット端末
 教育データ分析システム

 学力向上
 教員不足／負担増

 韓国
 コペンハーゲン

スマートシティの取組領域は多様であり、それぞれに生活の質の向上に資する新技術が存在。



スマートシティの取組領域と新技術例＜サービス②＞ 7

取組領域 分野
類型

(スライド5)
新技術例 社会的課題、地域課題

海外導入都市
（例）

⑦産業 B  IoT／ロボット／RPA
 AI／ビックデータ

 産業構造転換の遅れ
 事業承継問題

 各国

⑧金融 B  キャッシュレス（QR決済等）
 スマート認証（顔、声紋等）

 キャッシュレスへの移行
 多様な決済機能

 中国
 韓国

⑨農業・食 B  ロボットトラクター／ドローン
 遠隔管理システム（水、肥料等）

 農業従事者・後継者の
減少

 生産性向上

⑩観光・集客 A・B  Wi-Fi
 データテイメントシステム

 低調な観光消費額
 インバウンドの増加

 パリ

⑪環境 エネルギー B  スマートメーター
 HEMS／BEMS

 再生可能エネルギーの
更なる活用

 昼夜間比率差大

 各国

上下水 B  水道管監視システム
 スマート検針

 高い老朽管率
 他市との水道料金の格差

 各国

廃棄物 A・B  廃棄物収集ルートの最適化
 粗大ごみサービスシステム

 ごみ排出量大
 リサイクル率向上

 ブリストル
 サンタンデール
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取組領域 分野
類型

(スライド5) 新技術例 社会的課題、地域課題
海外導入都市

（例）

⑫行政
サービス

デジタル
ガバメント

C  スマートフォンアプリサービス
 電子申請
 オープンデータ

 低調なオープンデータ
 前例踏襲主義
 ＩＴ人材不足

 エストニア
 バルセロナ

専門人材
確保

C  専門職業務最適化システム
（保育士、保健師、ケースワーカー等）

 専門職人材の不足
 保育士等の高い潜在率
 行政需要の増加

インフラ
メンテナン
ス

C  ドローン点検
 ３Ｄ測量

 インフラ更新時期の集中
 技術者の不足

⑬データプラットフォーム C・D  インダストリー基盤
 データプラットフォーム基盤

 産官学のさらなる連携
 ＡＰＩ強化の必要性

 エストニア
 コペンハーゲン



9事例①【東京都江東区(豊洲エリア)】



事例②【柏市】 10



事例③【宇都宮市】 11



事例④【仙北市】 12



【参考】国のスマートシティ関連事業・支援等一覧 13

内閣府

 SIPアーキテクチャ構築・実証研究
（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）

 未来技術社会実装事業
地域のSociety5.0の実現に向け、地方創生の観点から優れた自治体の
未来技術の実装事業について、各種交付金、補助金等の支援に加え、社会
実装に向けた現地支援体制を構築するなど総合的な支援を行う。

総務省
 データ利活用型スマートシティ推進事業
ICTを活用したスマートシティ型のまちづくりに取組む地方公共団体
等の初期投資・継続的な体制整備等にかかる経費の一部を補助する。

 ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン
5GをはじめとするICTインフラ整備支援と5G利活用促進策を一体的
かつ効果的に活用し、ICTインフラをできる限り早期に日本全国に
展開するためのマスタープラン。

国土交通省

 スマートシティモデルプロジェクト
技術や官民データを活用しつつ 都市・地域課題を解決するスマート
シティモデル事業を選定し支援を行う。

全体戦略、制度整備
● 統合イノベーション戦略2020 ● スーパーシティ構想 ● 官民IＴS構想・ロードマップ2020

経済産業省 × 国土交通省

 スマートモビリティチャレンジ
将来の自動運転社会の実現を見据え、新たなモビリティサービスの
社会実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と
企業の協働による意欲的な挑戦を促す。

○ （経産省）新しいモビリティサービスの地域事業
先駆的に新しいモビリティサービスの社会実装に取り組む地域と
連携し、事業計画策定や効果分析等を実施する。

○ (国交省)日本版MaaS推進・支援事業
新たなモビリティサービスであるMaaSの全国への普及を図る
ため、 地域課題の解決に資する実証実験や基盤づくりへの
支援を行う。

スマートシティ官民連携プラットフォーム
会員（事業実施団体）：企業等、大学・研究機関、地方公共団体

会員（経済団体等）：経団連

会員（関係省庁）：内閣官房 警察庁 金融庁 文部科学省 厚生労働省 農林水産省 環境省
事務局：内閣府 総務省 経済産業省 国土交通省

経済財政運営と改革の基本方針２０２０（骨太の方針）に「行政デジタル化の集中改革」を明記



【参考】総務省／データ利活用型スマートシティ[H29-R1] 14



【参考】国土交通省／スマートシティプロジェクト[R1] 15

出典：2020年度国土交通省スマートシティモデル事業



【参考】経済産業省×国土交通省／スマートモビリティチャレンジ[R1] 16



【参考】国のスマートシティ関連事業・支援等の詳細① 17

内閣府
（地方創生推進事務局）

総務省
（情報流通行政局）

国土交通省
（都市局）

事業名 未来技術社会実装事業 データ利活用型スマートシティ
推進事業

スマートシティモデルプロジェ
クト（スマートシティ実証調査事業）

概要 地域のSociety5.0の実現に向け、地
方創生の観点から優れた自治体の未来
技術の実装事業について、各種交付金、
補助金等の支援に加え、社会実装に向
けた現地支援体制（地域実装協議会）を
構築するなど、関係府省庁による総合
的な支援を実施

都市や地域の機能やサービスを効率化･
高度化し、生活の利便性や快適性を向
上させると共に、人々が安心･安全に暮
らせる街づくりを目的として、複数分野
のデータを収集し分析等を行う基盤及
び推進体制整備等につき、補助を実施

スマートシティの分野で、世界の先導役
となることを目指し、全国の牽引役とな
る先駆的な取組を行う先行モデルプロ
ジェクトを募集し、スマートシティの取組
を支援

R2年度予算 本事業による財政面の措置はなし
（地方創生推進交付金等の各種交付金・
補助金による支援を想定）

2.2億円
(うち補助金2.0億円(50%補助))

2億円
（1事業あたり2,000万円を上限）

過去の選定
事業数

H30:14事業
R1:８事業

H29：6事業
H30：3事業
R1：5事業

R1：15事業

主な支援
対象

社会実装に向けたハンズオン支援
（各種補助金、制度的・技術的課題等に
対する助言等）

データ連携PF構築など、実装に係る経
費全般

実証実験

その他 R2年度より地方創生推進交付金に
Society5.0タイプを新設し、未来技術
を活用した新たな社会システムづくりの
全国的なモデル事業を支援。

条件不利地域において地域住民の生活
の維持・向上に必要なサービスを提供す
るための５G・IoT・AIなど先端的な情
報通信技術の導入に要する経費に0.5
を乗じた額に、財政力指数に応じた乗
率を乗じて得た額について、特別交付
税措置の対象となります。

都市再生整備計画事業（社会資本整備
交付金：約7,627億円の内数）等により
データ取得等に必要な情報化基盤施設
の整備も支援。



【参考】国のスマートシティ関連事業・支援等の詳細② 18

経済産業省
（製造産業局）

国土交通省
（総合政策局）

事業名 スマートモビリティチャレンジ

自動走行車等を活用した新しいモビリティサー
ビスの地域実証事業

日本版MaaS推進・支援事業

概要 新しいモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題の解
決及び地域活性化を目的として、下記①～⑤を要素とする新
しいモビリティサービスの地域実証を実施。
①異業種との連携による収益活用・付加価値創出
②他の移動との重ね掛けによる効率化
③サービスそのもののモビリティ化
④需要側の変容を促す仕掛け
⑤モビリティ関連データを取得、交通・都市政策との連携等

新たなモビリティサービスであるMaaS（Mobility as a 
Service）の全国への普及を図り、地域や観光地の移動手段
の確保・充実や公共交通機関の維持・活性化等を進めること
を目的として、地域課題の解決に資するMaaSの実証実験や
MaaSの普及に必要な基盤づくりへの支援を行う。

R2年度予算 10億円の内数
（１件あたりの上限を設定）

9.06億円
※R1年度補正予算含む

過去の選定
事業数

R1:13事業 R1:19事業

主な支援
対象

実証事業に係る経費全般、将来構想・事業計画策定・事業性
分析支援等のソフト面での支援（事業目的との整合や技術的
先進性等を踏まえ個別に精査）

・実証事業に係る経費全般
・AIオンデマンド交通やキャッシュレス決済の導入等に係る
経費

その他 事業目的との整合や技術的先進性に加え、法令運用上可能な
範囲で、制度的に新しい取組を含むプロジェクトを重視し、地
域・事業者の選定を行う予定。


